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第61回日本婦人科腫瘍学会学術講演会
ＣＯＩ開示

演者名：

横浜市医療局がん疾病対策課／横浜市立大学産婦人科

鈴木 幸雄

今回の演題発表に関連し，開示

すべきＣＯＩはありません．



第3期がん対策推進基本計画における緩和ケアに関する計画

○ 第3期がん対策推進基本計画（平成30年3⽉）：
平成29（2017）年度から令和4（2022）年度までの6年程度

【全体⽬標】

１ 科学的根拠に基づくがん予防・がん検診の充実
〜がんを知り、がんを予防する〜

２ 患者本位のがん医療の実現
〜適切な医療を受けられる体制を充実させる〜

３ 尊厳を持って安⼼して暮らせる社会の構築
〜がんになっても⾃分らしく⽣きることのできる地域共⽣社会を実現する〜

緩和ケアに関する内容

がん予防

がん医療の充実

がんとの共生



よこはま保健医療プラン２０１８（平成30年度〜令和5年度）

Ⅳ 主要な疾病（５疾病）ごとの切れ⽬ない保健医療連携体制の構築
１ がん （３）がん医療 緩和医療 課題
○ 苦痛のスクリーニングから緩和ケアチームへとつなぐ体制や病院内・多職種による連携促進も課題．
○ 市内での緩和医療を中⼼的に担う⼈材育成が課題．
○ 今後，がん患者に対する在宅緩和医療の需要が増⼤することが予想され，それを⽀える医療･福祉の連

携が今後ますます重要となる．しかし，在宅医療を実施している医療機関はまだ少なく，これを⽀援
する病院も少ない状況にあり，更には介護を提供する福祉施設との連携も⼗分とはいえず，在宅にお
ける緩和医療の推進には多くの課題がある．

＊相談・支援業務
＊医療連携・多職種連携業務
＊啓発業務

横浜市は18区それぞれに「在宅医療連携拠点」を設置

在宅医療の司令塔！
地域連携強化！

横浜市がん撲滅対策推進条例



横浜市在宅医療連携拠点

【特徴】
・市内全行政区に設置
・運営は各区医師会に委託
・各区医師会館，訪問看護
ステーション等に開設

均てん化



よこはま保健医療プラン２０１８（平成30年度〜令和５年度）

○ 今後，がん患者に対する在宅緩和医療の需要が増⼤することが予想され，それを⽀える医療･福祉の連
携が今後ますます重要となる．しかし，在宅医療を実施している医療機関はまだ少なく，これを⽀援
する病院も少ない状況にあり，更には介護を提供する福祉施設との連携も⼗分とはいえず，在宅にお
ける緩和医療の推進には多くの課題がある．

横浜市では市内の有識者を中心とした検討会を行っている．

「緩和ケア推進に向けた体制構築のための検討会」

第1回 2018年6月20日 緩和ケアにおける現状分析と課題抽出

第2回 2018年9月27日 緩和ケア病棟の方向性（病床の過不足等）について

第3回 2018年12月14日 在宅緩和を含めた地域連携について

第4回 2019年3月25日 緩和ケアを支える人材育成について

第5回 2019年6月26日 報告書について



EBPMとは？

 EBPMとは，「最良の根拠を基に政策を行う」こと．
(Evidence-based policy making)

最良の科学的根拠

臨床的な専門知識 患者の価値観や希望

最良の客観的根拠

蓄積された行政経験 市民のアンメットニーズ



YoMDB (読み方：よむでぃーびー）
Yokohama original Medical Data Base 

1 YoMDBとは

本市が保有する医療レセプトデータを

医療政策に活用するために、集約
してデータベース化

※単年分でデータ件数は3,000万件以上
（75歳以上は100%近くカバー）

2 利用目的
保険者の本来業務ではない、医療政策
全般に活用可能。
※地域別の分析や探索的分析が可能。

2018年３月から稼働。

今年度は介護データを拡充

2018年３月から稼働。

今年度は介護データを拡充



今後20年で在宅医療の需要が急激に増加し2倍に！！

Suzuki Y, Dohmae S, Ohyama K, Nishino H, Fujii H, Shuri J. Geriatr Gerontol Int 2018;18:1578‐1579.

EBPMのためのエビデンス創出



がんの在宅看取りも増加

在宅看取りは増えています



自宅看取りを年間10件以上行っている施設一覧

・年間10件以上の自宅看取りを行って
いる医療機関は横浜市内で68か所

・がんの自宅看取りが多い



⾼齢者のがん在宅ターミナルの診療実態調査

＊がん死における65歳以上の割合（2014-2015年）は横浜市で83.1%, 国立
がん研究センターの全国データでは84.2%であり，高齢者のがん診療に焦
点を当てることが重要．

＊YoMDBは横浜市の65歳以上全人口の86.4%を，75歳以上の99%以上をカ
バーしており，高齢者の解析においては全数に近いデータベースの性質を
持つ．

Yokohama original Medical Database 



患者背景

＊80歳以上と未満で⽐較．
＊80歳未満の⽅が男性の割
合が⾼い．

＊在宅がんターミナルケアを
受けた患者は多がん腫に
渡っていた．

＊約95%は診療所にかかって
いた．

（preparing for submission）



がん在宅ターミナル診療の実態

・ 医療依存度は80歳未満の方が大きかった．
・ 往診の時間帯についても年齢による差はなくどの時間帯でも2-3割の患者が緊急往診を要した．
・ 医療看護介護依存度が高いことが想定される週4日以上の訪問診療ないし訪問看護を要した

のは10％程度だった．

>
>

>

>



婦⼈科がんに限ってみても…

・35例のため、統計解析のパワーが不十分であるが、婦人科がんにおいても80歳未満の
方が医療需要度が高い傾向があることがわかる。

全体
(n=35)

< 80歳
（n=19）

> 80歳
（n=16)

p

全往診 (回/ 人月, 平均 + SD) 1.5 + 1.2 1.6 + 1.3 1.4 + 1.1 0.669

全時間帯緊急往診 (回/ 人月, 平均 + SD) 0.6 + 0.7 0.6 + 0.9 0.6 + 0.5 0.844

緊急入院 n (%) 1 (2.9) 1 (5.3) 0 (0.0) 1.000

中心静脈栄養 n (%) 2 (5.7) 2 (10.5) 0 (0.0) 0.489

在宅酸素使用 n (%) 12 (34.3) 7 (36.8) 5 (31.3) 0.728

オピオイド使用 n (%) 27 (77.1) 16 (84.2) 11 (68.8) 0.424

週4日以上の訪問診療・看護 n (%) 2 (5.7) 2 (10.5) 0 (0.0) 0.489

在宅看取り n (%) 31 (88.6) 16 (84.2) 15 (93.8) 0.608



死亡6ヶ⽉以内の訪問診療と往診を合わせた1⽉当たりの最⼤回数

一ヶ月当たりの必要診療回数 (訪問診療＋往診)は, 平均5回程度であった．



がんターミナル患者の在宅移⾏後の⽣存期間

在宅移行後の生存期間については，80歳未満で2.9ヶ月と80歳以上の4.6ヶ月より
も1.7ヶ月短かった．

（人）

婦人科がん
全体 3.0±2.6ヶ月

80歳未満 2.7±2.1ヶ月
80歳以上 3.3±3.2ヶ月



リアルワールドデータから⾒えたこと

・この20年で急速に訪問診療の需要が高まる．

・特に高齢者のがん在宅ターミナルケアは需要が高まる．

・毎週1回の訪問診療を受け，困ったときに一月に一回くらい往診を受けるの
が平均的．さらに必要に応じて訪問看護やヘルパーなどの訪問がある．
→比較的計画的な在宅医療の実施が可能．

・より若い患者さんの方がオピオイド使用率が高く，医療看護依存度が高い．

・より若い患者さんの方が在宅で過ごせる期間は短めである
（平均は3.9ヶ月）．



結語

YoMDBの利用や看取り調査など，エビデンスを基に医療政
策立案・実行（EBPM）をすることが重要視されるように
なってきた

がん患者の在宅緩和ケアにおける需要は今後加速度的に
増加することが予測されるため，それを担う人材育成や
病病・病診連携を強化することが急務である

ご清聴ありがとうございました

横浜市医療局
Medical Care Bureau


